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警視庁職員相談制度運営規程の運用について

このたび、警視庁職員相談制度運営規程（平成９年１０月１５日訓令甲第２３号）が制

定され、平成９年１１月１日から施行されることとなったので、次の事項に留意し、運用

上誤りのないようにされたい。

おって、持ち家対策基本計画の策定について（昭和４１年１２月１日通達甲（警．厚．

職）第２６号）及び警視庁職員相談事務取扱規程の運用について（昭和４７年４月１日通

達甲（警．厚．職）第６号）は、廃止する。

記

第１ 相談制度の趣旨

相談制度は、職員が、困り事や悩み事を独りで抱えることなく、安心して相談し、

適切な助言・指導等を受けることにより、生活を安定させ、勤務能率を向上させる

ことに資することを趣旨とする。

第２ 職員相談の範囲等

職員相談の範囲等は、次のとおりとする。

１ 相談制度を利用できる者

(1) 職員

(2) 職員の家族等

２ 相談内容

(1) 生活に関する問題

(2) 職場に関する問題

(3) 住宅に関する問題

(4) その他の困り事や悩み事

第３ 職員相談の申出と受理

１ 職員相談の申出は、電話、文書、口頭等により、職員相談支援センター又は所属の

統括相談員若しくは相談員に対して行うものとする。この場合、相談内容の性質によ

り、匿名で申し出ることができる。

２ 職員相談支援センター及び各所属においては、常に職員相談を受理することが



できるように努めるものとする。

第４ 職員相談支援センターの業務

職員相談支援センターは、次に掲げる業務を行うものとする。

１ 全ての困り事や悩み事の相談の受理

２ 職員の生活設計に関する支援

３ 前１及び２の業務に関して、必要により関係所属又は弁護士等専門家の紹介

第５ 相談員等の推薦等

１ 所属長が、相談員及び相談事務取扱者の適任者として警務部長に推薦する者は次の

とおりとする。

(1) 相談員

年齢、階級等を問わず、人格及び識見に優れ、相談制度の重要性をよく理解し、

相談員として相談制度の運営に従事する意思を有する者

(2) 相談事務取扱者

警務又は庶務を担当する者のうち、適任者と認められるもの

２ 前１の推薦は、別記様式第１号の「相談員等適任者推薦名簿」により警務部長（職

員相談支援センター経由。以下同じ。）に行うものとする。

３ 所属長は、相談員及び相談事務取扱者を推薦するに当たっては、次の事項に配意する

ものとする。

(1) 相談員は、相談員本人が立場を混同し、対応要領等を誤ることのないように、

他の制度による相談員等とは兼務させないようにすること。

(2) 相談員は、異なる課又は係の者の中から推薦することとし、女性の相談員が確保

されるようにすること。

(3) 配置換え等により、相談員及び相談事務取扱者に欠員が生じ、相談業務に支障が

ある場合は、速やかに新たな推薦を行うこと。

第６ 所属相談員等の任務等

所属相談員等は、職員相談支援センターその他関係所属の業務に関する理解を深め、

相談窓口の紹介等を積極的に行うものとする。

１ 統括相談員

統括相談員は、所属における相談制度運営の中核として、相談員に対し、効果的な

相談制度の運営に関して指導、教養等を実施すること。

２ 相談員

(1) 相談員が受理する職員相談は、前記第２の２に掲げた相談内容のうち、複雑・困

難な問題を除いたものとする。

(2) 相談員は、必要に応じ、統括相談員に対して研修会の開催を要請することができ

る。

３ 相談事務取扱者は、統括相談員の指揮を受け、相談制度の事務に従事すること。

４ 所属相談員等は、次に掲げる職員相談及び生活設計の支援については、積極的に職



員相談支援センターの利用を図るものとする。

(1) 事案の緩和又は解消に長時間を要すると認められる相談

(2) 内容が専門的な相談

(3) その他職員相談支援センターの利用が適当と思われる相談

第７ 広報・啓発等

１ 警務部長は、年１回以上、所属相談員等による会議、研修等を開催するものとする。

２ 所属長は、あらゆる機会をとらえて職員の相談制度に関する認識を深めるものとす

る。

３ 所属長は、職員相談制度の運営に関し、長期にわたり従事した等、功労があった

職員に対し、適正に表彰し、又は評価するものとする。

第８ 報告

所属長は、毎月ごとの職員相談受理件数等を、翌月５日までに、別記様式第２号の

「職員相談受理件数報告書」により警務部長に報告するものとする。






